
収支不足額は、
財政調整基金
１億５，０００万円
を取り崩し補った

※財政調整基金残高
　　９，３００万円

※三位一体改革とは
　国庫補助負担金、税源移譲、地方交付税の３つを一体的に見直す改革です。
　改革が行われる期間は平成１６年度から平成１８年度の３年間となっています。
　２つの目的があり、ひとつは、使途が決まっている国庫補助負担金を、地方の使いがってがいいように
地方の財源に振り替え（税源移譲）、地方分権の推進を図ろうというものです。
　もうひとつは、７７０兆円余りの借金をかかえる国と地方の財政を健全化するため、地方に配分する地
方交付税の見直しを図ろうというものです。

平成１８年度当初予算(案)説明資料
平成１８年３月　西原町

　平成１８年度の予算編成では、予算要求前に、予算編成説明会を開催し、三位一体
改革におけるきびしい財政状況を全職員で共有し、全庁あげて歳入の確保及び歳出削
減に取り組みました。

平成１８年度一般会計予算額

８６億５，３００万円
前年度比　７，５００万円（０．９％）の減

歳
入

歳
出

削減分

三位一体改革の影響額
▲２億４，７９６万円
※詳しくは２ページをご覧ください。

内部努力による歳出削減額
▲１億２，０１６万円
※詳しくは５ページをご覧ください。

１．当初予算（案）イメージ図 ▲はマイナスの表示

影響分
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２．歳入について

（１）三位一体改革の影響額 （▲はマイナスの表示）

項目 16年度影響額 17年度影響額 18年度影響額見込み 16～18年度影響額

普通交付税　※ ▲５，０２７万円 ▲１，３１０万円 ▲１億２，４４２万円 ▲１億８，７７９万円

臨時財政対策債　※ ▲２億５０万円 ▲１億２，２４０万円 ▲１億５，９４０万円 ▲４億８，２３０万円

国・県支出金 ▲９，９８０万円 ▲２，５４４万円 ▲５，１３７万円 ▲１億７，６６１万円

税源移譲（所得譲与税） ５，４８６万円 ６，０３４万円 ８，７２３万円 ２億２４３万円

合　　計 ▲２億９，５７１万円 ▲１億６０万円 ▲２億４，７９６万円 ▲６億４，４２７万円

※普通交付税・臨時財政対策債は、前年度確定額の増減です。

（２）国・県支出金の影響額の内訳

項目 16年度影響額 17年度影響額 18年度影響額見込み 16～18年度影響額

公立保育所運営負担金（国） ▲６，０４９万円 ▲６，０４９万円

公立保育所運営負担金（県） ▲３，０２４万円 ▲３，０２４万円

介護保険事業費 ▲５９５万円 ▲５９５万円

児童手当事務費 ▲２７９万円 ▲２７９万円

国民健康保険事務費 ▲３３万円 ▲３３万円

収容保護施設費 ▲４５６万円 ▲４５６万円

在宅福祉事業費補助金 ▲４７０万円 ▲４７０万円

次世代育成支援対策施設整備費 ▲７７８万円 ▲７７８万円

次世代育成支援対策交付金 ▲２２８万円 ▲２２８万円

要保護及び準用保護児童生徒援
助費補助金 ▲５９２万円 ▲５９２万円

農業生産総合対策事業費 ▲２０万円 ▲２０万円

児童手当交付金（国・県） ▲５，１３７万円 ▲５，１３７万円

合　　計 ▲９，９８０万円 ▲２，５４４万円 ▲５，１３７万円 ▲１億７，６６１万円

※18年度の影響額合計に16・17年度影響額は含みませんが、16・17年度影響額は、18年度以降にも及びます。

（３）歳入確保策

項目 16年度効果額 17年度効果額 1８年度効果額 16～18年度影響額

公共施設内駐車場使用料徴収 １５５万円 １５５万円

保育料の改定 １，７０２万円 １，７０２万円

合　　計 １，８５７万円 １，８５７万円
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（４）当初予算額と一般財源額の推移
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76億円
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（５）町税と徴収率の推移
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※印の基金は、特定の目的のために積み立てられた基金です。

１３億３，０８６万円合　　計 １億２，６００万円 １億５，０００万円 ２，４００万円

４，１２６万円

※退職手当基金 － － － ９，５０６万円

※リサイクル基金 － － －

２億２，５７７万円

※庁舎建設基金 － － － ５億２，２１３万円

※地域福祉基金 － － －

２億４，０６２万円

※地域づくり基金 － － － １，２２８万円

※土地開発基金 － － －

９，３１７万円

減債基金 － － － １億５７万円

財政調整基金 １億２，６００万円 １億５，０００万円 ２，４００万円

（８）基金残高と基金の取り崩し

基金名 １７年度取崩額（当初） １８年度取崩額（案） 対前年度比較 １８年度現在高

（６）普通交付税・臨時財政対策債の推移
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(単位：億円)

普通交付税額

臨時財政対策債(単位：億円)

（７）減税補てん債の推移

3,000万円3,300万円3,440万円3,270万円
3,040万円3,170万円3,090万円2,910万円

1億1,570万円

1億4,310万円

1億2,800万円
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（単位：万円）

※臨時財政対策債とは、交付税の不足分を補てんするための借入金（２０年償還）。償還金額は全額後年度の交付税算出式に算入される

※減税補てん債とは、減税による地方税の減収額を補てんするための借入金（２０年償還）。償還金額は、全額後年度の交付税算出式に算入される
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３．歳出について

（１）人件費の削減

項目 16年度効果額 17年度効果額 18年度効果額

特別職の報酬（５％削減） ▲２８０万円

管理職手当（２０％削減） ▲２１１万円

時間外勤務手当（１０％削減） ▲１８１万円 ▲２７０万円 ▲１４４万円

職員給与（退職者１１人の不補充） ― ▲９，０５５万円

嘱託職員報酬（３％削減） ― ▲６００万円

議員定数22人→19名 ― ― ▲１８２万円

合　　計 ▲６７２万円 ▲９，９２５万円 ▲３２６万円

※18年度削減額に16・１７年度からの削減額は含んでいません。

（２）経常的な経費の削減

項目 16年度効果額 17年度効果額 18年度効果額

賃金職員（１７年度は時給３％削減） ▲１，０４５万円 ▲１９５万円

その他経常的な経費（１０％削減） ▲２，８９０万円 ▲４，１６２万円

町内各種団体補助金（一律５％削減） ▲２４７万円

事務担任者委託料等（３％削減） ― ▲１５３万円

敬老祝金支給金額の見直し（５０％削減） ― ▲４９０万円

前納報奨金廃止 ― ― ▲１，２５１万円

合　　計 ▲４，１８２万円 ▲５，０００万円 ▲１，２５１万円

※18年度削減額に16・１７年度からの削減額は含んでいません。

（３）臨時的な経費の削減

項目 16年度効果額 17年度効果額 18年度効果額

町単独建設事業費の見直し ― ▲４，０００万円 ▲１億４３９万円

内部努力による経費削減額
▲１億２，０１６万円
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（４）大幅減となった主な事業

項目 減少額

西原幼稚園園舎危険建物新増改築事業 ▲２億８，３１６万円

東崎都市緑地整備事業 ▲１億９，５３２万円

東崎公園整備事業 ▲１億３，５１９万円

我謝マリンタウン線道路整備事業 ▲１億１万円

小那覇１０号線道路整備事業 ▲６，６８８万円

翁長・棚原コミュニティ道路整備事業 ▲６，３６９万円

保育所建設事業費補助金交付事業 ▲５，４５０万円

（５）大幅増となった主な事業

項目 増額

児童手当支給事業 １億１２６万円

小那覇８号線道路整備事業 ６，６４４万円

小那覇マリンタウン線道路整備事業 ５，１３２万円

介護保険特別会計操出事業 ４，９７７万円

地方債元金償還事業 ４，６３８万円

西原中学校改造防音工事事業 ４，１７６万円

（６）１８年度の主な新規事業

担当課 予算額

総務課 ６０万円

総務課 １０万円

企画財政課 ２５０万円

企画財政課 ６００万円

福祉課 ２７４万円

福祉課 １９４万円

保険課 ４，８８８万円

健康衛生課 ２１８万円

土木課 ２，０００万円

土木課 ８７５万円

土木課 ５，２７１万円

区画整理課 ４，７１１万円

教育総務課 ３億１，１４５万円

生涯学習課 １００万円

生涯学習課 ５００万円

１億４，８６０万円　→　４，８５１万円

６，６８８万円　→　皆減

６，３６９万円　→　皆減

事業名

５，４５０万円　→　皆減

２億２，３２４万円　→　２億７，３０１万円

６億２，６７６万円　→　６億７，３１４万円

１億２，６３３万円　→　１億６、８０９万円

２億４，０６３万円　→　３億４，１８９万円

１７年度額→１８年度額

２億８，３１６万円　→　皆減

２億８，９９１万円　→　９，４５９万円

４億６，５７６万円　→　３億３，０５７万円

役場庁舎建設選定委員会

小波津川湖畔まちづくり基本計画策定事業

障害者給付認定審査会運営事業

総合計画策定事業

１７年度額→１８年度額

１０８万円　→　６，７５２万円

２億９，４７６万円　→　３億４，６０８万円

世界のニシハランチュ大会

障害程度区分認定調査等事業

介護保険特別会計操出事業（地域支援事業分）

町民体育館修繕等整備事業

棚原３号線道路整備事業

兼久・仲伊保道路整備事業

区画整理特別会計操出事業（西地区分）

青少年健全育成助成事業（バレーボール教室）

坂田幼稚園園舎危険建物新増改築事業

安室５号線道路整備事業

一般廃棄物処理基本計画策定事業
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（７）町債残高の推移
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【増えた要因】
・図書館建設債　　９億円
・臨時財政対策債 ７億円
・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ　　４億円
建設費貸付債

（８）公債費（元利償還額）の見込み
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※１８年度以降、毎年度４億３，２６０万円を借り入れると仮定し見込みを算出。
　　臨時財政対策債は、１８年度のみ１億７，１４０万円借り入れると仮定。
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　歳入性質別
平成18年度
当初予算額
Ａ

構 成 比
平成17年度
当初予算額
Ａ

構 成 比
増減額
Ａ－Ｂ
Ｃ

増減率
C/B*100

地　方　税 2,827,146 32.7 2,752,966 31.5 74,180 2.7

財 産 収 入 1,341 0.0 1,235 106 8.6

分担金及び負担金 173,226 2.0 155,361 1.8 17,865 11.5

使用料・手数料 115,224 1.3 67,380 0.8 47,844 71.0

寄　附　金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

繰　入　金 150,877 1.7 126,008 1.4 24,869 19.7

繰　越　金 50,000 0.6 50,000 0.6 0 0.0

諸　収　入 239,634 2.8 322,204 3.7 △ 82,570 △ 25.6

地方譲与税 317,844 3.7 226,000 2.6 91,844 40.6

利子割交付金 8,113 0.1 5,900 0.1 2,213 37.5

配当割交付金 6,272 0.1 1,700 0.0 4,572 268.9

株式等譲渡所得割交付金 2,274 0.0 280 0.0 1,994 712.1

地方消費税交付金 305,270 3.5 287,000 3.3 18,270 6.4

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 39,011 0.5 40,000 0.5 △ 989 △ 2.5

自動車取得税交付金 26,911 0.3 26,000 0.3 911 3.5

地方特例交付金 76,851 0.9 77,595 0.9 △ 744 △ 1.0

地方交付税 1,456,949 16.8 1,492,203 17.1 △ 35,254 △ 2.4

交通安全対策特別交付金 4,089 0.1 4,400 △ 311 △ 7.1

国庫支出金 1,491,476 17.2 1,675,305 19.2 △ 183,829 △ 11.0

県 支 出 金 631,690 7.3 515,761 5.9 115,929 22.5

地　方　債 728,800 8.4 900,700 10.3 △ 171,900 △ 19.1

3,557,450 41.1 3,475,156 39.8 82,294 2.4

5,095,550 58.9 5,252,844 60.2 △ 157,294 △ 3.0

8,653,000 100.0 8,728,000 100.0 △ 75,000 △ 0.9

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

(単位：千円、％)

区 分

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源

資料１

平成１８年度当初予算（歳入）

依存財源　59%

自主財源　41%

自主財源とは
　町自らが確保した財源のことで、主な
ものは住民の方が納めた税金です。
　自ら確保した財源なので「自主財源」
と呼びます。
　この財源が多いと町独自のまちづくり
がやりやすくなります。

依存財源とは
　主なものは、町債（借金）、国・県支
出金、地方交付税などです。
　他に依存した財源なので「依存財
源」と呼びます。
　そのほとんどが国からのお金なの
で、国の施策に大きく左右されます。

－８－



H１８.３.１０修正

歳出性質別
平成18年度
当初予算額
Ａ

構成比
平成17年度
当初予算額
Ａ

構成比
増減額
Ａ－Ｂ
Ｃ

増減率
C/B*100

1,891,653 21.9 1,836,291 21.0 55,362 3.0

1,262,330 14.6 1,128,754 12.9 133,576 11.8

911,810 10.5 875,217 10.0 36,593 4.2

999,642 11.6 1,027,864 11.8 △ 28,222 △ 2.7

34,791 0.4 31,046 0.4 3,745 12.1

880,381 10.2 900,657 10.3 △ 20,276 △ 2.3

466 0.0 526 0.0 △ 60 △ 11.4

2,110 0.0 6,532 0.1 △ 4,422 △ 67.7

3,000 0.0 3,000 0.1 0 0.0

850,343 9.8 772,220 8.8 78,123 10.1

1,795,997 20.8 2,125,307 24.4 △ 329,310 △ 15.5

補助事業費 1,119,448 12.9 1,411,570 16.2 △ 292,122 △ 20.7

単独事業費 676,549 7.8 713,737 8.2 △ 37,188 △ 5.2

13 0.0 13 0.0 0 0.0

20,464 0.2 20,573 0.2 △ 109 △ 0.5

8,653,000 100.0 8,728,000 100.0 △ 75,000 △ 0.9歳 出 合 計

普通建設事業費

災害復旧事業費

投資及び出資金

貸　付　金

繰　出　金

予　備　費

物　件　費

維持補修費

補 助 費 等

積　立　金

(単位：千円、％)

  区     分

人　件　費

扶　助　費

公　債　費

平成１８年度当初予算（歳出）

人件費
22%

扶助費
15%

借金返済金
11%

公共施設建設費
21%

その他一般経費
31%

人件費
　職員や議員の給料

扶助費
　生活を援助するための費用

借金返済金（公債費）
　町が借り入れしている借金の返済金

公共施設建設費（普通建設事業費）
　学校や公園や道路などを建設する費用

資料２

その他一般経費
　行政事務を行うための経費

－９－



歳出目的別
平成18年度
当初予算額
Ａ

構 成 比
平成17年度
当初予算額
Ａ

構 成 比
増減額
Ａ－Ｂ
Ｃ

増減率
C/B*100

122,981 1.4 123,917 1.4 △ 936 △ 0.8

946,163 10.9 952,227 10.9 △ 6,064 △ 0.6

2,454,773 28.4 2,322,883 26.6 131,890 5.7

513,833 6.0 462,874 5.3 50,959 11.0

12,898 0.2 16,915 0.2 △ 4,017 △ 23.7

112,338 1.3 164,413 1.9 △ 52,075 △ 31.7

15,183 0.2 14,518 0.2 665 4.6

1,549,590 17.9 1,872,186 21.5 △ 322,596 △ 17.2

409,130 4.7 398,771 4.6 10,359 2.6

1,583,823 18.3 1,503,492 17.2 80,331 5.3

13 0.0 13 0.0 0 0.0

911,810 10.5 875,217 10.0 36,593 4.2

1 0.0 1 0.0 0 0.0

20,464 0.2 20,573 0.2 △ 109 △ 0.5

8,653,000 100.0 8,728,000 100.0 △ 75,000 △ 0.9歳 出 合 計

災害復旧費

公　債　費

諸 支 出 金

予　備　費

商　工　費

土　木　費

消　防　費

教　育　費

民　生　費

衛　生　費

労　働　費

農林水産業費

(単位：千円、％)

区 分

議　会　費

総　務　費

平成１７年度当初予算（歳出）・目的別

その他　25%

公債費　11%

土木費　18%

教育費　18%

民生費　28%

民生費
　子どもたちや高齢者のための経費です。

土木費
　公園や道路などを整備する経費です。

教育費
　教育にかかる経費です。

公債費（借金の返済金）
　町が借り入れた借金の返済金です。

その他
　消防、衛生、農林水産、商工、その他行政事
務の経費です。

資料３

－１０－


